
令和7年3月末時点 ⇒公表対象外

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

基金
／

単年
度

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間流
用（国費）

執行額
（契約額の
国費相当

額）

執行差額
（国費相当

額）
事業の進捗状況 備考

29 90,790 90,663 127
29年8月ため池放射性物質対策詳細調査業務委託発注。
30年1月ため池放射性物質対策測量設計業務委託発注。

30 105,720 102,566 3,154
29年8月ため池放射性物質対策詳細調査業務委託発注。
30年1月ため池放射性物質対策測量設計業務委託発注。

R1 23,269 22,056 1,213
30年　　ため池放射性物質対策詳細調査業務委託発注。
　　　　　ため池放射性物質対策測量設計業務委託発注。

累計 219,779 0 215,285 4,494

30 1,137,496 357,948 779,548
30年　　ため池放射性物質対策工業務委託発注。（10池）
　　　　　ため池放射性物質対策工現場監理業務業務委託発注。

R1 868,749 636,526 232,223
R1年    ため池放射性物質対策工業務委託発注。（12池）
　　　    ため池放射性物質対策工現場監理業務委託発注。

R2 496,230 915,975 -419,745
R2年    ため池放射性物質対策工業務委託発注。（16池）
　　　    ため池放射性物質対策工現場監理業務委託発注。

R3 0 0 0
残額は令和３年度に返還済み。

累計 2,502,475 0 1,910,449 592,026

R6 0
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29 90,790 0 90,663 127

30 1,243,216 0 460,514 782,702

R1 892,018 0 658,582 233,436

R2 496,230 0 915,975 -419,745

R3 0 0 0 0

R4 0 0 0 0

R5 0 0 0 0

R6 0 0 0 0

2,722,254 0 2,125,734 596,520

2,722,254 0 2,125,734 596,520

「継続/完了」欄には、継続、完了、廃止のいずれかを記入してください。

執行差額（国費相当額）欄は、自動計算（交付額（国費）＋事業間流用額（国費）－執行額（契約額の国費相当額））されます。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、年度を区別して記載する必要はありません。

～

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」「全体事業期間」欄には、帰還環境整備事業計画の記載に合
わせて記入してください。

市町村交付分　計

うち県
交付分

各年度
別合計

うち市町
村

交付分

各年度
別合計

6

農山村地域復興基盤総合整備事業（農
業水利施設等保全再生事業）本宮地区
（基金型）

本宮地区 市

1 －

27 (5) － 40 －

(5) － 40 － 完了 219,779 29

本宮市 直接 完了 30

県・市町村交付分　合計

県交付分　計

3,336,634

（注）

「基金/単年度」欄には、基金、単年度のいずれかを記入してください。

「交付額（国費）」欄には、既に交付された国費を帰還環境整備事業計画の年度別に記入してください。

「執行額（契約額の国費相当額）」欄には、基金の取崩額ではなく、契約額の国費相当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算
出した値で構いません。

－ － －

事業番号
全体
事業
期間

～ R1

～ R2

本宮市 直接

－

単年度

基金

農山村地域復興基盤総合整備事業（農
業水利施設等保全再生事業）本宮地区

本宮地区 市

（様式２）

本宮市 帰還･移住等環境整備事業計画　　令和6年度進捗状況報告

省庁名 農林水産省


